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16.4.1

16.4.1

16.4.1

16.4.1

16.4.1

16.4.1

16.4.1

16.4.1

水 道 事 業

病   院 〃

下 水 道 〃

介護ｻｰﾋ ﾞｽ

〃

〃

老 人 保 健 〃

介 護 保 険 〃

人

40.8

平 成 15 年 度

決 算 状 況

人

496,206 

区       分

千円

74,085,468  再建   過疎

 不交付 山村

    近郊整備

 伝染病関係

 し尿処理

59,082,241  低開発 新産

        工特

        産炭

 近畿

    都市開発

344,814

1,233,989 650,000

85,055

197,304

163,306

367,477合      計 3,358

153,940,296

収 益 事 業 収 入 額

改定実施
年 月 日

( 707,014)( 378,082)

0.81727

 河川関係

6,419,947

102,763

△ 5,725,242

690,000

事務の共同
処理の状況

368,181

369,203

358,169

289,111
教 育 公 務 員

臨  時  職  員

 うち消  防  職

 うち技能労務職

236

208

91,488

33,900,771

 競艇

 農地関係

618,607 積 立 金 現 在 高  ごみ処理

△242,155 △44,868単 年 度 収 支

地 方 債 現 在 高8491,544,784

190,040,871

190,848,955

175,162,029

歳 入 歳 出 差 引 額 標 準 財 政 規 模808,084 928,676

572,164

401,380

406,704

356,512

一 世 帯 当 り
保 険 税 調 定 額

被 保 険 者 一 人 当 り
保 険 税 調 定 額

普 通 会 計 か ら の 繰 入 額

被 保 険 者 一 人 当 り 費 用

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

教 育 長

(千円)
区       分

60,135

84,528

1,149,461

174,633

債 務 負 担 行 為 額

議 会 議 員

市 町 村 長

助 役

収 入 役

常 勤 監 査 委 員

特      別      職      等

 水防関係

１人当り平均給料      (報
酬)月額  (円)

873,000

産      業      構      造

765,000

567,000

1,035,000

765,000

(50人)

750,000

0.4

11.6公 債 費 比 率

実 質 収 支 比 率

9

△5,725,242

36,160

１人当り給料

月額    (円)

議 会 議 長

議 会 副 議 長

総給料月額

収 支 額

国
保
会
計
の
状
況

4,645,454

都道府県名 市 町 村 類 計

15年度交付税
種 地 区 分

ひがしおおさかし

東  大  阪  市
大 阪 府

市町村名

8,705,914

財 政 力 指 数

Ⅵ－４２７２２７２ｺｰﾄﾞ番号

107,298

12 年

37.9

ふりがな

面  積

93,269,278

  42.2.1

平成15年度

基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額176,090,705

人口密度

人 

％
794

人

国 調

区    分

就

業

人

口

515,611 

第２次

人

％

指  数  等

(千円)

％

154,459
％

993

人              口

国

調

人

513,599 

人口集中
地区人口

人61.81 

35.10.1 以降の合併状況

8,334 

指定団体等
の  状  況

93,360

人

％

152,473
％

7年

国 調

翌 年 度 へ 繰 り
越 す べ き 財 源

区                分

住

基
16.3.31 496,242 

人

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 収 支

515,094 

517,232 

平成14年度

％

△ 0.4 

  旧布施・河内・枚岡三市合併

△421,608 △4,070,866

1,748,537

24,300

千円

一      般      職      員      等

473

3,122一  般  職  員
( 1,870)(一般行政職)

公
営
事
業
の
状
況

区       分
職員数

(人)

繰 上 償 還 金

積 立 金 と り く ず し 額

〃 363,202,912

46

－

898,592

6,419,947

8,981

2,151,794－〃

国民健康保険

交通災害共済

普通会計からの繰入
額(千円)

120,217有

〃 1,731,990

事   業   名
法  適

用

11,769,814

496,958

〃

〃

△1,629,789

収支額(千円)

267,982

△741,501

無
〃 〃 325,048

170

576

103

15

職員数
(人)



％ ％ ％

43.3 72.7 38.4

0.4 0.7 11.1 (12.3)

2.9 5.5 14.4 (15.8)

14.4 (15.8)

0.5 0.9 0.0 (0.0)

1.3 2.5

9.0 15.9 63.9 (70.4)

8.5 15.9

0.5 9.5 (10.5)

58.0 99.3 1.3 (1.4)

0.1 0.1 8.5 (9.4)

1.9

1.5 0.6

0.4 (0.0)

15.5 17.0 (18.8)

5.1 ％

0.1 100.2 (110.5)

0.0

3.4 千円

0.4 千円

2.2 0.0

11.4

千円

100.0 100.0

（減税補てん債・臨時財政対策債を含む。）

％ ％

34.0 0.6

25.7 10.7

8.3 36.7

47.2 11.9

0.5 0.3

5.1 0.1

1.0

86.8 15.8

3.3

13.2 10.8

0.0

10.5 8.8

2.7

100.0 100.0

400,000

410,000 ％

1,750,000 97.3

3,000,000

95.7

96.5

(29.4)17.0

(42.3)

23.8

0.0

8.8

29,780,864

41,714,914

15,462,530

1,009,102

11,499,298

15,399,717

4,854

27,528,684

15,404,571

6.4

維 持 補 修 費

補 助 費 等

物 件 費

扶 助 費

一時借入金利子

106,433

3,328,205

2,701,343

積 立 金

597,971

3,817,624

21,956,449

2.2 508,734 7,328

目      的      別      歳      出

税    等構成比

103,645,706

税等総額

決 算 額

計

円 法

人

分

3,000市
町
村
民
税

標準税率に
対する比率

1.4／100

適      用      税      率      の      状      況

対前年度
増 減 率

円

区       分 決 算 額

50,000
個

人

分

均 等 割

所 得 割

法人
税割

基準税額
×100／75

1.00

150,000

円

合          計

均
等
割

円

円

120,000

130,000

160,000 円

人 件 費

う ち 職 員 給
68,176,809

0.6

地 方 税
千円 千円

市              町              村              税

超過課税分
収入済額

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

831

698,210

1.1

千円 ％ 千円

繰 出 金

投資及び出資金

・貸付金

前年度繰上充用金

Ⅵ － ４

性          質          別          歳          出

市 町 村 名 東  大  阪  市 類  型
  臨時財政対策債を経常一般財源から除いた経常収支比率

経常一般財源
経常収
支比率

歳                                入

29.5

市 町 村 民 税

固 定 資 産 税

76,180,543 △  5.7

円

円

円

90.314.7／100

徴

収

率

区        分
現  年
課税分

滞  納
繰越分

合  計

29.2 88.4

％ ％

30.9 92.8

円

8,003,734 △  8.2

67,099,269 699,227

△ 4.9 2,108,728

1,170 △  24.7

10,062,485 △  7.5 2,108,728

66,118,058 △  5.4 64,990,541 699,227

皆減

3,875,454 3.5 3,906,083

338,361 2.5 350,424

35,989,152 △ 7.0 35,346,023

6,347,147 4.0 5,597,400 699,227

前年度繰上充用金

千円

699,227

公 債 費 15,471,967

教 育 費 18,969,771

土 木 費

19,567,944 △  6.9 19,790,611

117,963,183合        計 175,162,029

諸 支 出 金

災 害 復 旧 費

15,409,154

消 防 費 5,691,114 5,526,570

13,438,507

商 工 費 1,807,766 831,721

18,550,02327,578,780

労 働 費 574,545 324,854
農 林 水 産 業 費 240,395 214,678

64,306,580 30,847,195
衛 生 費 20,875,324 15,062,062

合      計

2,057,581

千円
議 会 費 984,865 984,865

18,660,922 16,773,554
民 生 費

法 定 外 普 通 税

目 的 税

都 市計 画税

入 湯 税
内
訳

事 業 所 税

旧 法 に よ る 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

特別土地保有税

小    計

個 人 分

法 人 分

固 定 資 産 税

内
訳

14,848,934

市 町 村 民 税

区        分構成比

10.2

0.3

経常一般財源

17,638,432

27,528,684

11,494,218

14,844,080

0.0

26.6

9,825,675

1,305,734

8,811,785

4,854

1,305,734

10,128,420

650,008

11,438,561

127,634

3,756,499

3,884,133

540,385

3,884,133普通建設事業費
内

訳

  補       助

  単       独 14,649,472
災害復旧事業費

失業対策事業費

610,553

17,942,570

3,293,098

10.2

1.9

8.3

8.7

0.8

13.7

0.4

17,942,570

15,163,292

1,479,971

11,120,421

706,492

24,050,406

15,467,384公 債 費

元 利 償 還 金内
訳 4,854

千円

43,698,955 41,187,275

千円

39,713,60025.0

決 算 額 構成比
Ｋ の     構

成比

千円

税   等

％

区         分区       分 決 算 額 構成比
経常一般
財源  Ｋ

888,785

93,074,772

106,433

2,312,471

14,862,419

5,126,976

利 子 割 交 付 金

特 別

102,023,822

5,126,976

小　　　計

地方消費税交付金

特別消費税交付金

自 動 車 交 付 金

内
訳

普 通

繰 越 金

20,051,800

242,828

28,358

5,943,186

808,084

合        計

76,180,543
地 方 譲 与 税 1,009,102

698,210

888,785

945,316

655,790

3,941,395

寄 附 金

繰 入 金

27,261,688

8,997,773

国有提供交付金

国 庫 支 出 金

都道府県支出金

93,780,007

25,915,091 △ 4.4 25,388,011

176,090,705 合          計 100.0 117,963,183

千円

総 務 費

交通安全交付金

地 方 債

手 数 料

使 用 料

分担金・負担金

財 産 収 入

諸 収 入

8.8

175,162,029

固 定 資 産 税

57.6 66,056,75268,091,144100,881,253小　　　　計

14,862,419

15,807,735

2,312,471

14,862,419

地 方 交 付 税

地方特例交付金

103,487,307

※経常収支比率の( )内数値は、住民税減税補てん債及び

118,891,859


